
告

示

第
二
号
ロ
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

有
限
会
社
キ
ク
イ
ケ

埼
玉
県
川
越
市
大
字
笠
幡
字
中
西
二
千
四
百
四

十
二
番
地
一

型
枠
施
工

ヤ
ナ
イ
陶
業
株
式
会
社

東
京
都
世
田
谷
区
下
馬
三
丁
目
二
十
二
番
十
三

号

タ
イ
ル
張
り

平
川
建
設
株
式
会
社

神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈
川
区
菅
田
町
二
千
七
百

八
十
番
地

と
び

株
式
会
社
山
定

大
阪
府
堺
市
美
原
区
北
余
部
三
百
十
三
番
地

塗
装

株
式
会
社
共
成

大
阪
府
和
泉
市
あ
ゆ
み
野
二
丁
目
三
番
五
号

ダ
イ
カ
ス
ト

大
登
建
設
工
業
株
式
会
社

大
阪
府
高
石
市
西
取
石
一
丁
目
十
一
番
十
六
号

溶
接

第
二
号
ロ
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

島
野
精
機
株
式
会
社

埼
玉
県
比
企
郡
滑
川
町
大
字
月
輪
千
四
百
四
十

三
番
地
十
六

機
械
加
工

佐
藤
ゴ
ム
化
学
工
業
株
式
会
社

千
葉
県
成
田
市
十
余
三
百
十
一
番
地
百
三
十
三

自
動
車
用
樹
脂
部
品

製
造

第
二
号
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

株
式
会
社
竜
製
作
所

愛
知
県
名
古
屋
市
南
区
豊
田
四
丁
目
八
番
二
号

電
気
機
器
組
立
て

第
二
号
イ
の
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

飯
山
精
器
株
式
会
社

長
野
県
中
野
市
大
字
草
間
千
百
六
十
二
番
地
十

五

機
械
加
工

平成™›年Ÿ月™Ÿ日 火曜日 第œŸ�š号官 報
〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
活
動
の
項
下
欄
第
十
一
号
た
だ
し
書
の

規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
五
月
二
十
八
日
法
務
省
告
示
第
二
百
七
十
八
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

法
務
大
臣

滝

実

第
二
号
中
「
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
四
年
十
月
十
六
日
」
を
「
平
成
二
十
四
年
十
月
十
七
日
か
ら

三
年
を
経
過
す
る
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
四
年
十
月
十
七
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
一
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
の
項
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
四
日
法
務
省
告
示
第
三
百
三
十
四
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

法
務
大
臣

滝

実

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
二
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
の
項
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
七
月
十
二
日
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
九
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

法
務
大
臣

滝

実

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
三
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
の
項
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
七
月
二
十
九
日
法
務
省
告
示
第
三
百
八
十
五
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

法
務
大
臣

滝

実

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
四
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
の
項
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
八
月
二
十
日
法
務
省
告
示
第
四
百
二
十
一
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

法
務
大
臣

滝

実

〇
外
務
省
告
示
第
二
百
九
十
六
号

平
成
二
十
四
年
八
月
十
日
に
リ
マ
で
、
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
次
の
二
の
書
簡
の
交
換
が
ペ
ル
ー
共
和
国
政
府
と

の
間
に
行
わ
れ
た
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

外
務
大
臣

玄
葉
光
一
郎

（
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ペ
ル
ー
共
和
国
政
府
と
の
間
の
交
換
公
文
）

（
日
本
側
書
簡
）

（
訳
文
）

書
簡
を
も
っ
て
啓
上
い
た
し
ま
す
。
本
使
は
、
ペ
ル
ー
共
和
国
の
経
済
の
安
定
及
び
開
発
努
力
を
促
進
す
る
た
め
に

供
与
さ
れ
る
日
本
国
の
借
款
に
関
し
て
日
本
国
政
府
の
代
表
者
と
ペ
ル
ー
共
和
国
政
府
の
代
表
者
と
の
間
で
最
近
到
達

し
た
次
の
了
解
を
確
認
す
る
光
栄
を
有
し
ま
す
。

１

八
十
七
億
七
千
万
円
（
八
、
七
七
〇
、
〇
〇
〇
、
〇
〇
〇
円
）
の
額
ま
で
の
円
貨
に
よ
る
借
款
（
以
下
「
借
款
」

と
い
う
。）が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
イ
ン
フ
ラ
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
以
下
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
と
い
う
。）を
実
施
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
、
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
（
以
下
「
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
」
と
い
う
。）に
よ
り
、
日
本
国
の
関
係

法
令
に
従
っ
て
、
ペ
ル
ー
共
和
国
政
府
に
供
与
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

２
\

借
款
は
、ペ
ル
ー
共
和
国
政
府
と
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
と
の
間
で
締
結
さ
れ
る
借
款
契
約
に
基
づ
い
て
使
用
に
供
さ
れ
る
。

借
款
の
条
件
及
び
使
用
に
関
す
る
手
続
は
、
こ
の
了
解
の
範
囲
内
で
、
な
か
ん
ず
く
次
の
原
則
を
含
む
こ
と
に
な

る
前
記
の
借
款
契
約
に
よ
っ
て
規
律
さ
れ
る
。

æ

償
還
期
間
は
、
五
年
の
据
置
期
間
の
後
十
年
と
す
る
。

ç

利
子
率
は
、
年
〇
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。

è

た
だ
し
、
ç
に
か
か
わ
ら
ず
、
借
款
の
一
部
が
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
対
し
て
行
う
支
払
の
た

め
に
使
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
部
分
に
係
る
利
子
率
は
、
年
〇
・
〇
一
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。

é

支
出
期
間
は
、
前
記
の
借
款
契
約
の
発
効
の
日
の
後
五
年
と
す
る
。

]

\
に
規
定
す
る
借
款
契
約
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
行
可
能
性
（
環
境
に
対
す
る
配
慮
を
含
む
。）を

確
認
し
た
後
に
締
結
さ
れ
る
。

^

\
é
に
規
定
す
る
支
出
期
間
は
、
両
政
府
の
関
係
当
局
の
同
意
を
得
て
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

借
款
は
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
基
づ
き
ペ
ル
ー
共
和
国
政
府
が
参
加
金
融
機
関
を
通
じ
て
最
終
借
入
人
に
対
し
て
行
う

融
資
に
充
て
る
た
め
に
使
用
に
供
さ
れ
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
五
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規
定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る

省
令
（
平
成
二
十
一
年
法
務
省
令
第
五
十
三
号
）
第
一
条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
五
日

法
務
省
告
示
第
百
十
四
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
二
十
八
日

法
務
大
臣

滝

実

第
一
号
中
「
財
団
法
人
建
設
業
振
興
基
金
」
を
「
一
般
財
団
法
人
建
設
業
振
興
基
金
」
に
改
め
る
。
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